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注意事項

この資料には、当社及び当社グループの将来についての計画や戦略、

業績に関する予想及び見通しの記述が含まれています。

これらの記述は、過去の事実ではなく、当社が現時点で把握可能な情
報から判断した仮定及び所信にもとづく見込みです。

また、経済動向、エレクトロニクス業界における激しい競争、市場需要、
為替レート、税制や諸制度等に関わるリスクや不確実性も際限なく含ん
でいます。それゆえ実際の業績は、当社の見込みとは異なる可能性が
あることをご承知おきください。
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２００６年度見通し

全社経営戦略
経営方針/「利益ある持続的成長」の実現/
イノベーションの乗数効果の発揮/ＣＳＲ経営の遂行

中期計画概要
売上高・営業利益計画/設備投資計画/研究開発計画

主要事業戦略
デジタルプロダクツ/電子デバイス/社会インフラ
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２００６年度見通し

2006年度見通し（07/1公表値） 対前年度

売上高 ７０，０００
＋６，５６５

※10.3%伸長

営業利益
２，５００

（3.6%）
＋９４

税引前利益
２，９００

（4.1%）
＋１，１１８

当期利益
１，２００

（1.7%）
＋４１８

単位：億円

不断のイノベーションの創出により、さらなる業績向上へ

２期連続（２期連続（0505年年度度、、0606年年度度）の増収・増益）の増収・増益
売上高：過去最高、営業利益：歴代４位、連結配当性向売上高：過去最高、営業利益：歴代４位、連結配当性向30%30%の実施の実施
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２００６年度見通し

全社経営戦略
経営方針/「利益ある持続的成長」の実現/
イノベーションの乗数効果の発揮/ＣＳＲ経営の遂行

中期計画概要
売上高・営業利益計画/設備投資計画/研究開発計画

主要事業戦略
デジタルプロダクツ/電子デバイス/社会インフラ
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｢利益ある持続的成長｣の実現
成長への更なるシフトと戦略的資源配分による

｢攻めの経営｣を継続

イノベーションの乗数効果の発揮
プロセスイノベーション／バリュ－イノベーションによる

グローバルな競争力の強化

ＣＳＲ経営の遂行
すべての事業活動で生命・安全、法令遵守を最優先させ、

｢地球内企業｣として信頼される企業グループへ

経営方針
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「利益ある持続的成長」の実現

２０１０年度に向けたビジョン

－全ての事業領域で「利益ある持続的成長」を実行－

安定事業領域

全ての事業領域で高成長・高収益を実現

08年度

成長事業領域

安心と安全の提供拡充（原子力、次世代電池、環境）驚きと感動の提供拡充（NAND、Cell、映像機器）

社会インフラ

安定成長・安定収益

デジタルプロダクツ

競争力強化・改革

電子デバイス

高成長・高収益

現有事業の競争力強化・成長

カンパニー間の事業連携の強化

10年度
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２０１０年度に向けたロードマップ

「利益ある持続的成長」の実現

ＮＡＮＤ、原子力の事業拡大を継続

２０１０年度２００６年度 ２００７年度 ２００８年度 ２００９年度

イノベーションを次々と起こす組織風土

カンパニー事業連携プロジェクトによる新たな

バリュー創出(ビジネス領域拡大、新規事業推進）

事業毎の強化策
成長事業への資源傾斜配分 そ

れ
ぞ
れ
の
事
業
が

世
界
で
勝
ち
残
る

現有事業の
総点検
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２０１０年度計数

２０１０年度計数 ２００６年度見通し

売上高 ９．５兆円 ７兆円

営業利益/利益率
４,８００億円

（５％）

２,５００億円

（3.6％）

ＲＯＥ（株主資本利益率） １５％ 11.6％

自己資本比率 ２０％以上 18.6％

「利益ある持続的成長」の実現
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東芝イノベーションの定義

バリューバリュー

やり方を抜本的に
変えて利益を生む

全く新しい価値を
提供し成長する

までの広い範囲。

から「現場改善活動」

「物事を全く新しい方法で行うことによって資源が持つ
富の創出能力を増大させること」（＝利益を最大化させる）

コモディティ商品 脱コモディティ商品

プロセスイノベーション

バリューイノベーション

イノベーションの乗数効果の発揮
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イノベーションの乗数効果の発揮

・ 視野を広げ、将来を含めたベンチマーキング

・ 不断のイノベーションを創出し続けるために

Ｓｅｎｓｅ ｏｆ Ｕｒｇｅｎｃｙ （切迫感）

・ 東芝グループの英知を集め、従来の壁を破り、
高い次元へ挑戦する

顧客価値/Ｃａｌｃｕｌａｔｅｄ Ｒｉｓｋ/二律背反

乗数効果の発揮

２１世紀は『変化が常態化された』時代
今までの２倍、３倍のスピードで走らないと現状維持もできない
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ユビキタスネットワーク時代を担う商品の提供

東芝イノベーション商品(例)

モバイル機器用燃料電池：試作品

ＣＥＬＬチップキーボード搭載携帯電話
Windows Mobile 6搭載

56nmプロセスの16GbNAND

ＲＥＧＺＡ：フルＨＤ液晶パネル搭載ＴＶＨＤ ＤＶＤ

次世代情報端末 大容量ＮＡＮＤ 次世代ＣＰＵ

次世代映像機器 高画質映像ＴＶ 次世代電池
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地球環境を配慮した商品の提供

環境調和型タービン発電機 高品質ＰＣ

次世代電池 高効率照明 高効率クリーナー
タイフーンロボLEDダウンライト（E-CORE）急速充電池：試作品

東芝イノベーション商品(例)

小型軽量、高効率、廃棄物低減タービン発電機
（ＣＯ２削減など環境負荷低減）

ＨＤＤプロテクションの採用など長期使用可能ＰＣ
（廃棄物を抑制）
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有機ＥＬディスプレイ
※4/11-13 国際フラットパネルディスプレイ展に展示

２５６列マルチスライスＣＴ
※4/13-15 日本医学放射線学会の

セミナーで臨床評価の成果が発表される

次世代ディスプレイ 次世代画像診断装置

東芝イノベーション商品(例)
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「モノづくり力強化」イノベーション

イノベーションの乗数効果の発揮

Design For
Manufacturability

表層の競争力
product, price, promotion, place

利益ある持続的成長

価値の提供

マーケットマーケット

深層の競争力
quality, cost, delivery, flexibility

商品力 価格力 販売力

原価力 品質力 供給力

生･技統合 ＤＦＭ 生･販･技統合 ＳＣＭ

効率の向上

スピードの向上

ロスの最小化

正確性の向上

技術 販売

生産 Supply Chain
Management
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ＣＳＲ経営の遂行

「地球内企業」として信頼される企業グループへ

１．生命・安全、法令遵守をすべての事業活動

において最優先

２．「地球内企業」としてのＣＳＲ活動

①環境で先導的役割を果たし、持続可能な社会の構築に貢献

②多様性の尊重と各地域で社会に貢献

３．積極的な情報発信
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東芝グループの環境経営：CO2排出量削減

ＣＳＲ経営の遂行

・原子力発電
CO2排出量が、対石炭火力比で４５分の1

・火力発電の高温化・高効率化
年間約15万トンのCO2排出量を削減

・家庭用エアコン 大清快SDRシリーズ
CO2排出量を４５％削減（96年当社製品比）

・照明器具 高効率LEDダウンライト
E-CORE

CO2排出量を８５％削減（白熱灯比）

・半導体工場クリーンルーム
エコノロジープロジェクトなど

CO2排出量原単位を２５％削減
（１９９０年度比）

・ハイブリッド自動車用モータ
CO2排出量を１０～２０％削減
（環境再生保全機構より）

発電所のＣＯ２排出量削減のために 家庭のＣＯ２排出量削減のために

自社工場のＣＯ２排出量削減のために 自動車のＣＯ２排出量削減のために
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東芝グループの環境経営：ボランタリープラン

指標 2006年度見通し 2010年度目標

環境調和型製品の売上高比率

特定有害化学物質の廃止
（特定15物質不含製品比率）

CO2排出量原単位（対1990年度）

温室効果ガス（CO2以外）の排出量
（対2000年度）

廃棄物ゼロエミッション

化学物質の
管理

大気・水域への化学物質排出量

環境
調和型製品

の提供

60%へ拡大28%

47%

33%削減

31%削減 35%削減

資源の
有効活用

達成拠点39% 全拠点達成

20%削減

全廃

地球温暖化
の防止

25%削減を維持

50%削減

ＣＳＲ経営の遂行

総合環境効率２倍（２０１０年度／２０００年度）
製品の環境効率２．２倍、事業プロセスの環境効率１．２倍
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２００６年度見通し

全社経営戦略
経営方針/「利益ある持続的成長」の実現/
イノベーションの乗数効果の発揮/ＣＳＲ経営の遂行

中期計画概要
売上高・営業利益計画/設備投資計画/研究開発計画

主要事業戦略
デジタルプロダクツ/電子デバイス/社会インフラ
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売上高・営業利益計画

58,361
63,435

70,000

87,000

04年度 05年度 06年度 07年度 08年度 09年度

売上高

（億円）

営業利益

（億円）

営業

利益率

ＣＡＧＲ７．５％（

ＣＡＧＲ７．５％（0606--0909））

海外事業ＣＡＧＲ１２％（

海外事業ＣＡＧＲ１２％（0606--0909））

4.6％

3.6％3.8％
2.7％

営業利益および営業利益率は、償却制度変更の影響を織り込んだ数字
07年度▲350億円(営業利益率▲0.5%）、09年度▲500億円（営業利益率▲0.6%)

売上伸長売上伸長CAGRCAGR7.57.5%%（（0606--0909年年度度）、）、0909年年度度営業利益営業利益40004000億円億円
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06年度 09年度 06年度 09年度 06年度 09年度

32%
41%

70%

75%

50%

56%

30%

25%

50%

44%

海外

国内

海外

国内

半導体全般、ディスプレイが
アジア・中国で拡大

欧米を中心に拡大

68%

59%

海外

国内

電力システムを中心に
北米・アジア・中国で拡大

０６年度 → ０９年度海外構成比

売上高比率：４９％ → ５６％、営業利益比率：３５％ → ５０％

グローバル事業の展開

デジタルプロダクツ売上高 電子デバイス売上高 社会インフラ売上高

各グループとも海外事業で利益ある持続的成長を実現各グループとも海外事業で利益ある持続的成長を実現
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グループ別事業目標

2006年度見通し：07-1-31公表値ベース

(単位：億円）

見通し 計画 06-09年度

売上高 27,800 34,300 7%

営業利益率 0.5% 1.6%

売上高 15,900 23,300 14%

営業利益率 7.2% 8.6%

売上高 20,800 24,200 5%

営業利益率 4.6% 5.0%

売上高 7,400 8,400 4%

営業利益率 1.4% 1.8%

ＣＡＧＲ

家　電

2006年度 2009年度

電子デバイス

デジタルプロダクツ

社会インフラ

デジタルプロダクツの収益改善、電子デバイスの収益拡大、デジタルプロダクツの収益改善、電子デバイスの収益拡大、
社会インフラの安定堅持社会インフラの安定堅持
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04-06年度 07-09年度

（億円）

47%

51%

34%

32%

14%

7% 電子
デバイス

デジタル
プロダクツ

社会
インフラ

その他

・ＰＣ事業、映像事業の収益改善
・モバイル事業は安定収益

営業利益の構成

デジタルプロダクツ

・ＮＡＮＤ・ディスクリート（個別半導体）の
収益拡大

・システムＬＳＩ、ディスプレイの収益改善

電子デバイス

・電力システム、医用システムの収益拡大
・産業・社会システムなどの安定収益

社会インフラ

電子デバイス電子デバイスの利益構成率がの利益構成率が4040％台へ％台へ



24

７２％
６８％

17,500

04-06年度 07-09年度

（億円）

その他

14,421

※WEC買収など投融資を除く

・1兆円超を半導体事業に投入

・NANDの第４製造棟増強及び第5製造棟

計画を織り込む

・燃料電池等の新規事業対応投資

設備投資計画

電子デバイス

・TV、HD DVD事業の拡大投資

デジタルプロダクツ

・ＷＥＣ（ウェスチングハウス）シナジーによる

事業拡大投資

・急速充電池等成長事業へ重点配分

社会インフラ

電子
デバイス

デジタル
プロダクツ

社会
インフラ

3000
億円

電子デバイスを中心に資源の傾斜配分⇒電子デバイスを中心に資源の傾斜配分⇒｢｢攻めの経営」を継続攻めの経営」を継続

設備投資額は今後３年間で設備投資額は今後３年間で3,0003,000億円を増額億円を増額
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研究開発計画

１９％

４２％

４６％

３０％

２９％

２２％

04-06年度 07-09年度

12,900

11,132

07-09年度の売上高研究開発費比率：5.3％

・次世代不揮発性メモリ

・マルチコアプロセッサ技術

・小型メタノール燃料電池

電子デバイス

・ＨＤ 映像技術

・デジタルホームネットワーク技術

デジタルプロダクツ

・原子力・火力高性能化技術

・次世代医用画像診断技術

・次世代ネットワーク技術

社会インフラ

その他

電子
デバイス

デジタル
プロダクツ

社会
インフラ

1800
億円

0077年年度度からから33年間で約年間で約11,,880000億円を増額億円を増額
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財務体質-キャッシュフロー

-5,000

0

5,000

10,000

０６年度 ０７年度 ０８年度 ０９年度

フリーキャッシュフロー

（単位：億円）

営業
ＣＦ

投資
ＣＦ

5,000

7,200

4,500

7,300

▲2,200

2,800

０７～０９年度累計０７～０９年度累計 フリーキャッシュフロー黒字フリーキャッシュフロー黒字 ５５,,４００億円４００億円
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財務体質-自己資本・有利子負債

0

5,000

10,000

15,000

０６年度 ０７年度 ０８年度 ０９年度

0%

50%

100%

150%

200%

250%

300%

有利子負債 自己資本 D／E

（単位：億円）

Ｄ／Ｅ：１００％

自己資本比率

21.7%

０９年度末：０９年度末： Ｄ／Ｅ１００％以内、自己資本比率２０％以上Ｄ／Ｅ１００％以内、自己資本比率２０％以上

自己資本比率

18.6%
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２００６年度見通し

全社経営戦略
経営方針/「利益ある持続的成長」の実現/
イノベーションの乗数効果の発揮/ＣＳＲ経営の遂行

中期計画概要
売上高・営業利益計画/設備投資計画/研究開発計画

主要事業戦略
デジタルプロダクツ/電子デバイス/社会インフラ
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デジタルプロダクツ事業グループ

０３年度 ０６年度 ０９年度

・海外事業の確立

売上高伸長

・更なるグローバル展開（BRICs）
と高品質技術・環境性能の追求

・事業基盤を確立し、成長事業の強化

・ＰＯＳ事業の国内トップシェア維持
海外事業拡大

Ｃ
ＡＧ

Ｒ11
％

Ｃ
ＡＧ

Ｒ7％

モバイル事業

ＰＣ事業

映像事業

デジタル複合機・流通事業

０６－０９０６－０９年度年度 ＣＡＧＲ：７％ＣＡＧＲ：７％

２００９年度営業利益率１．６％２００９年度営業利益率１．６％
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差異化技術商品

０９年度目標売上高
５，２００億円

06-09年度CAGR１１％

０９年度目標売上高
３，８００億円

06-09年度CAGR７％

０９年度目標売上高
１２，０００億円

06-09年度CAGR７％

０９年度目標売上高
２，０００億円

06-09年度CAGR１８７％

ＰＣ事業 ＴＶ事業

ＨＤ ＤＶＤ 事業 ＨＤＤ事業プレーヤー
レコーダー
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対象：カンパニー・グループ会社

デジタルプロダクツ連携強化

技術戦略ＷＧ

技術融合・差異化商品創出

設計部品情報の共有化

設計プラットフォーム化

生産戦略ＷＧ

生産拠点集約・相互活用

統合調達・ロジ効率化

生産ノウハウ横展開

マーケティング戦略ＷＧ

販売連携体制

ブランド・デザイン共通化

モバイルコミュニ
ケーション社

デジタルメディア
ネットワーク社

ＰＣ＆
ネットワーク社

東芝テック
セミコン

ダクター社

東芝松下
ディスプレイ
テクノロジー

モバイル情報端末

優れた商品、コスト競争力のある商品の創出

商品企画ＷＧ

次世代ＴＶ ホームﾈｯﾄﾜｰｸ 差異化ＰＣ
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電子デバイス事業グループ

０３年度 ０６年度 ０９年度

・急激な環境変化に対応しうる
強靭な事業体質の構築
ＮＡＮＤ、ディスクリート事業：高収益の維持
システムＬＳＩ：収益改善

・海外シェア拡大と差異化技術
開発の加速

売上高伸長

ＣＡＧＲ7％

Ｃ
Ａ
Ｇ
Ｒ
14

％

半導体事業

ディスプレイ事業

０６－０９年度 ＣＡＧＲ：１４％

２００９年度営業利益率８．６％
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NANDフラッシュメモリ市場 【Bit成長率<1GB換算>】

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

０４年 ０５年 ０６年 ０７年 ０８年 ０９年

デジタル
スチルカメラ

携帯電話

PC (Hybrid 
HDD/SSD＊)

ﾃﾞｼﾞﾀﾙｺﾝｼｭｰﾏ/
その他

オーディオ/PMP

67
698

1,825

227

3,966

（1GB換算 百万個/年）

USB

動画用途が市場を牽引

市場の伸長を超える売上伸長を目指す
8,500

(+222%) (+240%)

(+206%)

(+162%)

(+117%)

(+114%)

対前年
成長率

0606--0909年年: CAGR 130%: CAGR 130%

※暦年

＊Solid State Disk
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NANDフラッシュメモリ市場 【金額ベース】
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5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

０５年 ０６年 ０７年 ０８年 ０９年

(億円)

（東芝予測）

更なる市場伸長を予測
CAGR (06-09年): 24%

※暦年
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2007年1月から量産を開始

NANDフラッシュメモリの生産能力 増強計画

56nm
プロセス

世代
（300mmCR）

(300mmウエハ換算;期平均ウエハ枚数)

4Xnm

第４製造棟
生産開始

05年度上期 05年度下期 06年度上期 06年度下期 07年度 08年度

70nm

従来計画

最新計画

09年度

・第３製造棟フルキャパシティ
能力：月産150,000枚

・第４製造棟フルキャパシティ
能力：第３製造棟の1.4倍規模

・第５製造棟生産開始予定

300mm300mm生産能力を着実に増強し、需要拡大に対応生産能力を着実に増強し、需要拡大に対応
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06年 07年 08年 09年 10年

ハイエンドAV PC
(高速／大容量
ストレージ) 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

07年 08年 09年 10年

ノートPC市場

（百万台/年）

（百万個/年）

*1GB換算

07-10年: CAGR 295%

SSD市場(Bitベース)

新アプリケーションの拡大 – ノートPC向けSSD

Hybrid

ＨＤＤ

中・大容量PC

ＳＳＤ

モバイルPC,
企業向け PC

(小容量ストレージ)

20102010年にはモバイル年にはモバイル／／企業企業向けＰＣ向けＰＣ市場にて市場にてSSDSSDの普及が加速の普及が加速

※暦年
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ＮＡＮＤフラッシュメモリの収益力の強化

・ 他社に先行した微細化／製品化加速

⇒ 70nm → 56nm → 4Xnm → 3Xnm *56nm: 07/1量産開始

⇒ 56nm化加速（当初計画：07年度3Q 50％超⇒07年度2Q 50％超、07年度4Q 85%超）

及び4Xnm立上加速

・ 超多値化技術の開発推進

⇒ 3bit/cell、4bit/cell技術の確立とマーケットの創出

・ 300mmクリーンルームの更なるスループットアップ

⇒ 第3製造棟: 月産150,000枚

第4製造棟: 07年度3Qより稼動、フルキャパ時第3製造棟の1.4倍規模の出力

第5製造棟: 第3、第4製造棟の出力最大化を最優先とし、07年度中に意思決定

徹底したコスト削減施策徹底したコスト削減施策
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社会インフラ事業グループ

０３年度 ０６年度 ０９年度

・海外事業の積極的拡大

・新規事業の早期事業化

急速充電池事業

ハイブリッド自動車モータ事業

セキュリティ事業

環境事業

・環境調和商品の推進

売上高伸長

ＣＡＧＲ7％

ＣＡＧＲ5％

０６－０９年度 ＣＡＧＲ：５％

２００９年度営業利益率：５．０％
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０３年度 ０６年度 ０９年度

売上高伸長

（国内）

電力システム事業

既存事業

ＷＥＣ事業

（海外）
Ｃ
Ａ
Ｇ
Ｒ

14
％

（0
3-

06
）

ＣＡＧＲ
５％

・海外事業の強化

➜現地製造・販売・サービス体制

の増強

➜Ｍ＆Ａ、アライアンスの推進

・ＷＥＣ（ウエスチングハウス）事業
の着実な拡大

➜ＡＰ１０００で世界をリード

➜東芝／ＷＥＣシナジーの発揮

・国内サービス事業の拡大

➜更新・改良ビジネスの推進

Ｃ
Ａ

Ｇ
Ｒ

1
4
％

（0
6
-
0
9
）

ＣＡ
Ｇ
Ｒ

７％

海外比率
65％

50％

経営戦略：海外売上高比率６５％

グローバル展開で高成長・高収益へ



40

電力システム 海外事業戦略（既存事業）

今
後
の
強
化
施
策

20072007 2010

CAGR; 14％（06-10年度）

＊ ＥＰＣ： Engineering Procurement Construction

アジア

中国北米

その他

1.7倍
06年度
（1.0）

従
来
か
ら
の
取
組
み
・成
果

北米：蒸気タービン・発電機（ＳＴＧ）受注拡大→４年連続トップシェア

中国：現地企業との合弁（変電・水力他）→順調に業績拡大

アジア：火力ＥＰＣ受注拡大→現在３ﾌﾟﾗﾝﾄ建設中

20102010年度年度
海外事業売上高海外事業売上高

北米：サービス事業拡大（ReGENco社買収）、ＳＴＧ高性能化

中国：既存合弁の増産投資

アジア：インド火力事業拡大

ブラジル：現地拠点の増産投資、事業領域の拡大

北米・中国・アジアを核に事業拡大北米・中国・アジアを核に事業拡大
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電力システム ＷＥＣ事業

・ 米国AP1000許認可(COL
＊

)申請予定 <COL申請 当初11→30基以上(AP1000:16基)>

・ 資金回収期間は１７年⇒１４年に短縮 ＊COL：Combined Construction and Operation License
（建設・運転一括許可）

売
上
高

保全
ｻｰﾋﾞｽ
/燃料

建設

買収時計画

・中国山門・海陽（4基）
ＡＰ１０００受注予定

・米国ＡＰ１０００許認可
申請予定

06年 10年 15年 20年

第３世代炉 AP1000

買収時計画に対し、受注拡大・増額買収時計画に対し、受注拡大・増額
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医用システム事業

０３年度 ０６年度 ０９年度

売上高伸長

・トータルソリューション事業拡大
→国内事業シェア堅持

・欧米を中心に海外事業拡大
→海外売上高比率５１％

・グローバル研究開発体制強化
→米国、欧州、アジア拠点強化継続

・クリニカルバリューの最大化
→高付加価値商品による差別化

・ヘルスケアＩＴ事業強化

ＣＡＧ
Ｒ10％

ＣＡＧＲ4％

経営戦略：テクノロジーリーダーシップ
によりグローバルに成長
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医用システム事業のグローバル体制強化

＊ワークフロー・ドリブンな臨床アプリケー ション開発
＊海外リソースを活用した開発設計と生産

ハードウエア設計開発部　ハードウエア設計開発部　

米国米国R&DR&Dｾﾝﾀｰｾﾝﾀｰ

東芝中国社東芝中国社
（（TCHTCH））

インド　

中国　
東芝大連社東芝大連社
（（TDLTDL））

東芝大連社医用機器工場東芝大連社医用機器工場

ソフトウエア開発センターソフトウエア開発センター

ソフトウエアソフトウエア
開発センター開発センター

欧州　

米国　

Harvard University, BIDMC

Univ. of North 
Carolina

Johns Hopkins University

Long Beach MMC

Univ. of Pittsburgh

順天堂大学

慶応大学

藤田保健衛生大学

Leiden University Heidelberg University

Humboldt University

京都大学

神戸大学

東芝Ｒ＆Ｄセンター

東芝製造拠点

研究開発拠点

臨床研究拠点

米国米国R&DR&Dセンター設立（センター設立（06/06/99）、中国販売現地法人設立（）、中国販売現地法人設立（07/4)07/4)
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２００９年度の姿

売 上 高 ８．７兆円 （対０６年度 ＣＡＧＲ ７．５％）

営業利益 ４，０００億円 （０６年度見通し ２，５００億円）

Ｄ／Ｅレシオ １００％以下 （０６年度見通し １１０％以下）

ＲＯＥ １０％以上 （０６年度見通し 11.6％）

設備投資
１．７５兆円

（０７－０９年度の３年間、電子デバイス部門へ６８％）

研究開発費
１．２９兆円

（０７－０９年度の３年間、０３－０６年度比＋１，８００億円）
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私たち、東芝の使命は、

お客さまに、まだ見ぬ感動や驚きを、

次々とお届けしていくこと。

人と地球を大切にし、

社会の安心と安全を支え続けていくこと。

そのために私たちは、技術・商品開発、生産、営業活動に

次々とイノベーションの波を起こし、

新しい価値を創造し続けます。
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